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民生部門のエネルギー需要推計
大阪大学大学院工学研究科 山口容平

目的 本研究は日本の民生家庭部門・業務部門の脱炭素化の検討に活用可能なエ
ネルギー需要モデルの開発を目的とした。

内容 開発モデルはGISや国勢調査などの利用可能な統計情報から対象地域に立
地・居住する業務施設・世帯を生成し、生成した業務施設・世帯に対して建築仕
様、設備仕様等に関する多数のエネルギー需要決定因子を組み合わせて付与する
Syntheticアプローチを採用した。各業務施設、住宅のエネルギー需要推計では、
施設利用者、住宅世帯構成員の生活行動を確率モデルにより生成し生活行動に基
づいてエネルギー需要を定量化する。このような仕様により将来における技術普
及がもたらすエネルギー需要および二酸化炭素排出量の変化を推計可能である。

結果 ①日本全国の業務部門、②東京都世田谷区、三鷹市、調布市、狛江市の民
生家庭部門、業務施設ストックの二酸化炭素排出量削減可能性の評価を実施し、
開発モデルが有用であることを確認した。
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